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1 はじめに

貸付先経営動向把握調査 (以下、本調査)は、農林漁

業金融公庫の顧客に対する融資後の経営支援の一環とし

て実施されており、農業経営基盤強化資金 (ス ーパーL

資金)の融資先 (=認定農業者)の うち、沖縄県を除く

全国1,800経営体 (個人 :約 1,300先、法人 :約 500先 )・

12営農類型を調査対象としている。

本報告では、本調査のデータを利用して、東北地域の

稲作個人経営の動向と特徴を明らかにする。

2方 法

本調査における稲作個人経営の経年調査先 (平成 11～

14年の4年間継続調査先)240戸の調査結果を分析対象と

して再集計し、土地利用、農業収入、農業費用、農業所

得の項目ごとに、地域別、東北地域内での水稲作付規模

別及び東北地域を除いた都府県 (以下、都府県他地域 )

の大規模稲作経営との経年比較を行う。

なお、水稲作付面積は平成14年を基準としている。

3結 果

平成14年の集計データ平均値は全平均 (カ ッコ内は東

北平均)で水日経営面積14 4ha(12 4ha)、 水稲作付面

積10 3ha(9 0ha)、 1戸当たり農業収入237百万円 (19

0百万円)、 1戸当たり農業所得 59百万円 (50百万円)

である(表 1)。 これは、「農業構造の展望」 (平成 12年 3月

24日 農林水産省)で「効率的かつ安定的な家族農業経営」

とされる経営規模 (水田作 :全国14ha程度、都府県 12ha

程度)とほぼ同水準である。

(1) 土地利用 (図省略)
水田経営面積は全般に拡大傾向にあり、東北地域では

H年に比べ129%拡大しているが、規模別にみると、水

稲作付16ha以上経営 (以下、15ha以 上層)において都府

県他地域よりも拡大が鈍い傾向にある。

水日経営面積に占める借地率は微増傾向にあるが、東

北地域は都府県他地域よりも低く推移しており、15ha以

ヒ層でも50%強程度である。

転作率は都府県他地域とほぼ同水準で、約30%弱で推

移している。規模別にみると東北地域では格差が拡大す

る傾向にあり、15ha以上層 (191%)と 5ha未満層 (401%)

では20ポイント強の差がみられる。

こうしたなかで、水稲作付面積は全般に拡大傾向にあ

るが、東北地域では依然として作付面積が小さく、都府

県他地域との差は14年で約2 7haである。

(2) 農業収入
玄米販売単価は全般に下げ止まり傾向にあるが、東北

地域は全平均より低く推移しており、特に15ha以上層が

低い傾向にある(図省略)。 加えて、東北地域では販売単

価の高い精米や特別栽培米の販売が少なく、他経営から

の仕入れ販売も少ないこともあり、1戸当たりの米販売

代金は都府県他地域よりも低く推移している。

次に、稲作作業受託料金収入は、都府県他地域が減少

傾向にあるためその格差は縮小しているものの、東北地

域は14年で約3,600千円/戸低い。その結果、10a当たり

稲作部門収入は都府県他地域よりも30千 円/10a強低く推

移しており、水稲作付10ha以上の大規模層 (以下、大規

模層)では40千円/10a程度低い(図省略)。

また、他地域が稲作部門収入への依存率 (=「稲作部

門収入/農業収入」×100)を下げつつあるなかで、東

北地域は横ばいl・A向のままであり(図 1-① )、 特に、大

規模層では都府県他地域が80%強まで低下させているの

に対し、東北地域では90%を超えている(図 1-② )。

(3)農業費用(図省略)

東北地域の10a当 たり稲作部門費用は、都府県他地域

よりも30千 円/10a弱低く、ほぼ横ばいに推移しており、

規模別の格差は、10a当 たり稲作部門収入に比べて小さ

い。14年の費目別構成比を比較すると、地域別の構成比

の差は小さく、規模別では東北地域の15ha以上層におい

て物財費の構成比が低く、支払地代が高い。

このうち、10a当 たり稲作部門物財費については、東

北地域では作業受託が少ないこともあり、都府県他地域

よりも12千円/10a程度低く推移している。

また(10a当 たりの水田借地料は各地域とも低下傾向

にあるが、東北地域は、玄米販売単価の高い北陸よりも

若千高く推移し、依然として都府県他地域よりも5千円
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表1  稲作個人経営の地域別集計表(平成14年度)
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図1 稲作収入依存率(「稲作部門収入/農業収入」X100)の推移
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図 2 1戸 当たりの農業所得の推移

/10a程度高く、特に、15ha以上層においては、都府県他

地域よりも10千円/10a強 も高く推移している。

(4) 農業所得
10a当 たり稲作部門所得は、若千増加する傾向にある

が、東北地域は都府県他地域よりも10千円/10a弱低く推

移しており、大規模層では14年にその格差が 15～ 18千 円

/10a程度まで拡大している (図省略)。

同様に、 1戸当たりの農業所得も若千増加する傾向に

あるが、東北地域は都府県他地域に比べて低く推移して

おり、14年ではその格差が約3,000千 円/戸程度まで拡

大している(図 2-① ).特 に、15ha以上層では格差が約

5,000千円/戸弱にまでも拡大している(図 2-② ).

4 まとめ

以上の結果から、東北地域の稲作個人経営は、

① 水田及び水稲作付面積の規模拡大は進んでいるが、
依然として経営面積が小さく借地率も低い。

② 玄米販売単価低迷のもと、特に大規模層で、稲作収
入依存率が横ばい、かつ、高水準で推移している。

③ 水田借地料は低下傾向にあるが、北陸と同様に高水
準であり、特に、15ha以上層でその負担が大きい。

④ l戸当たりの農業所得は微増傾向にあるものの、都

府県他地域との格差は拡大傾向にある。

という動向と特徴を有しているということができる。

本調査の調査先は、認定農業者のうち一定の農業投資

を実施済みの経営であり、地域農業の担い手の中心とな

る経営層と考えられ、今後ともその動向が注目される。
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